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配布資料

清家公益委員座長　年内取りまとめ意見の違うところは、意見を付す形にして部会報告とした。

　　　　　　　　　補足的な趣旨説明があれば表明してください。

秋山使用者側委員　公益委員・事務局、労使双方の意見を付して貰ったことに感謝します。

　　　　　　　　　次の3点への影響について留意してもらいたい

　　　　　　　　　１、労働力の需給調整機能へ悪影響を与えないように

　　　　　　　　　２、雇用の安定をはかる

　　　　　　　　　３、働く労働者、中小企業への影響を考えて見直しを

市川使用者側委員　派遣のイメージ大手企業の派遣というイメージだとステレオタイプ的イメー

　　　　　　　　　ジだ。朝日新聞の今朝の社説では、ステレオタイプのイメージになっている。

　　　　　　　　　こういうイメージと違う観点から、取り上げられていない。

　　　　　　　　ワークライフバランスを実現するために、必要としている方いる。そういう人

　　　　　　　　が影響を受ける。
　　　　　　　　中小企業にとっての有効性、大きな影響を受ける。必要な人材変動が必要。

　　　　　　　　例として、メッキ工、在庫なしの時代。中小でも派遣を利用している、1社だけで募集採用にならない。細かい手続きは、人材派遣会社が果たしている。

　　　　　　　　マッチング機能、工場なら衛生感覚のある人が、適切な能力ある方を派遣してくれる。中小企業にとって大きな論点である。

　　　　　　　　大企業の問題ではなく零細企業で活用している。

　　　　　　　　ワークライフバランスのために、使用者委員の意見、公益委員の声を取って

　　　　　　　　声なき声を大きくして欲しい。毎日新聞の中で、高齢者が困るという記事があった。世論を受けて、猶予期間の中で議論できたらいい。

小山労働側委員　見直し　どうしてしなければならなかったか、景気悪化すると失業増える。そもそも派遣先が雇用責任を負わないですむ本質だ。1985年から原則自由化され

　　　　　　　　経営側にとっての使い勝手のいい派遣労働者雇用だ。雇用不安は40代、50代

　　　　　　　　になっても未来に期待をもてないのが本質。昨年から失業が増大した。それをみなおさなければならない。世論は十分に保護策取れたと思っていない。

　　　　　　　　安心を持って働いていける制度にかえるべきだ。
古市労働委員　　派遣が所属している中小企業は業界に加入しているか

市川使用者側委員　加入していない

古市労働側委員　派遣業の会社、業界団体に許可・登録しているのは、７００から８００社しかない。派遣事業所、行儀の悪い事業所多い。事業所を組織して社会的に信用されるものにしてもらいたい

市川使用者側委員　今の論点は必要。私が掲示した　業界による自主規制、元責任者講習と国家試験にすると、淘汰するという意見と同じだ、
清家公益委員　他に意見は、なければ、大臣諮問に、本日のまとめを持って報告します。

職業安定局長　報告をまとめていただき感謝します。早期に法案改正のために、年明けに法律案

要綱を示して審議してもらいます。

次回　日程は、調整中　　　　　　　

